
中小企業事業承継円滑化支援事業／ 事例  水島信用金庫様CASE : 05

職員一人一人の対話力・ヒアリング力の強化が
事業承継支援を成熟させる最大の近道

支援機関のご担当者様

所在地：岡山県倉敷市水島西常盤町8 － 23
店舗数：16店
職員数：235名（うち、事業承継支援担当3人）
出資会員数：11,325人※　※2021.3.31

水島信用金庫

経営者の高齢化が加速するにつれ、必要に迫られる事業承継支援。法人取引先の99％が地元の中小企業
という水島信用金庫もまた、立ちはだかる数々の局面を乗り越えながら、この課題と向き合い続けている。
担当者の姿勢とスキルは、中小機構の助言を受けて、確実に磨かれていった。

1997年娘婿の後継者として製材メー

カー・井原産業株式会社の代表取締

役に就任。2002年不動産・金融資

産管理投資業に業態転換するとともに、経営コンサルティング、

人材育成支援事業も展開。2010年現職に就くと同時に、事業承

継支援のインフラ構築を手掛けた。自らの事業承継体験を生かし、

常に中小企業・小規模事業者と同じ目線で支援するよう心掛けて

いる。

同信用金庫支店での渉外担当時代、

取引先経営者の高齢化に伴う事業

承継の課題に直面するも、良策を見

いだせないまま2019年現職に。経営支援全般を担う中、本格的

な事業承継支援の取り組みの必要性を改めて実感する。3人の担

当者で、中小機構の力を借りつつOJT（On the Job Training）

に注力、渉外担当者の事業承継支援に対する意識とスキルの向

上を図る。

中国本部
中小企業アドバイザー
金原 光広

水島信用金庫
審査管理部　経営支援室　課長代理
徳山 豪志様（中小企業診断士）

人口約48万人の倉敷市は、伝統的な建物が織り成す美観地区や本州四国連絡橋・瀬戸大橋などで知られる日本屈指の観
光地。同信用金庫が所在する水島地区の臨海部には石油コンビナートをはじめ重化学工業地帯が形成され、西日本を代
表する工業都市としての顔も併せ持つ。こうした地域の中小企業や住民に対し、きめ細やかなサービスを提供している。

支援機関のご担当者様 今回担当した中小機構の専門家

座学セミナーを開くなど独自で支援策を模索するも実務に生かされないことを懸念し、2019年中小機構に相談。中
小企業アドバイザーは、渉外担当者の対話力・ヒアリング力と支援スキルの向上を見据え、実務に即したOJT形式の
勉強会を展開する。当信用金庫の支援担当者３人が、金原アドバイザーの助言を得ながら全渉外担当者をサポート。

水島信用金庫の支援体制と連携の概要水島信用金庫の支援体制と連携の概要水島信用金庫の支援体制と連携の概要

事業者

水島信用金庫

事業承継支援
・ヒアリング

・事業性評価シートの作成・提案中小機構　中国本部

事業承継者・後継者の紹介

勉強会の実施

ステップ1  全体講義・事業性評価シートの作成
ステップ2  検討会
ステップ3  モニタリング・OJT

水島信用金庫の支援によって決意した事業承継の事例

ご子息自身も会社を経営している上、自社の財務内容が芳しくないこと
から、「息子に継がせては迷惑をかけるかもしれない。自分の代で廃業
すべきか？」と悩んでいた経営者（父親）。渉外担当者が直接ご子息に

会い、親の会社の財務内容や特徴などが詳細に記された事業性評価
シートを提示しながら真意を問うと、ご子息は「将来性はある。親の会
社を立て直し、自社の経営と両立させる」と決意した。

地域社会との共存共栄が基本
理念。法人取引先の大半が中
小・小規模事業者で、経営者の
高齢化による事業承継課題が
急増したことから約10年前
に独力で支援を開始。2019

年より中小機構の教示を受ける。（徳山 豪志様）

中国地方5県（中小企業大学
校広島校は愛媛県、高知県を
含む）を対象に、中小企業・小
規模事業者のサポーターとし
て「身近で、迅速、的確に」目
に見える成果の実現を目指

す。当信用金庫に対しては、金原アドバイザーが
OJT形式で牽引。（金原 光広アドバイザー）

個社支援個社支援
岡山県事業承継ネットワーク

2018年行政、支援機関、金融機関、士業団体な
ど91機関により設立。各機関が事業承継に関
するさまざまな情報を共有し連携、県内の中小
企業・小規模事業者の事業承継を支援。

※現在は岡山県事業承継・引継ぎ支援センター

●北海道本部 地域・連携支援課 TEL：011-210-7473
●東 北 本 部 地域・連携支援課 TEL：022-399-9058

●関 東 本 部 地域・連携推進課 TEL：03-6459-0074
●中 部 本 部 地域・連携支援課 TEL：052-201-3009
●北 陸 本 部 地域・連携支援課 TEL：076-223-6100
●近 畿 本 部 地域・連携推進課 TEL：06-6264-8621

●中 国 本 部 地域・連携支援課 TEL：082-502-6688
●四 国 本 部 地域・連携支援課 TEL：087-811-3321
●九 州 本 部 地域・連携推進課 TEL：092-260-1355
●沖縄事務所 TEL：098-859-7566

＜中小機構へのお問い合わせはこちら＞地域本部一覧



事業承継に頭を悩ませる経営者に寄り添い、課題解決策の提案
をしていくことは、避けては通れない急務です。単なる座学で
はなく、現場で生まれた問題点を議論し、解決に向けてブラッ
シュアップしていくというワンストップでつながるスタイルは、
とても新鮮でした。事業承継支援のみならず、経営支援全体の
スキルアップに適用できる貴重な財産となっています。

「後継ぎ対策は待ったなし」といった事業承継に関する言葉が世間
にまん延する今、「事業承継支援をしたい」と望みながらも、「なん
だかハードルが高い」と二の足を踏んでいる金融機関や団体は少な
くありません。まずは中小機構のドアを叩いてみてください。どん
なことでもご相談いただければ、一つ一つ解決に導きます。中小機
構のノウハウを存分に駆使して、一緒に中小企業・小規模事業者の
方々の事業承継がスムーズに進むようにお手伝いいたしましょう。

支援機関
の

コメント

中小機構
からの

アドバイス

対話とヒアリング不足で
課題を浮き彫りにできない

　帝国データバンクの統計によれば、2020年国内の企業経営
者の平均年齢は60.1歳と、いよいよ60歳の大台を超えた。岡
山県倉敷市も例外ではなく、経営者の高齢化が加速している。
　市内に本部を置き、職員のほとんどが地元出身で、ひとき
わ地域の事業発展や生活向上に尽力してきたという水島信用
金庫は、法人取引先の大半が親子間での事業承継だ。現場の
渉外担当者たちは、経営者の高齢化が目立ち始めたことにい
ち早く気付いたものの、どう対応していいのか分からずにい
た。また、そんな現場をバックアップする体制も、整ってい
るとはいえない状態だった。
　そこで、渉外担当者と取引先に向けて、事業承継の必要性
や取り組み方を伝える座学セミナーを開催し、ドアノックツー
ルとなり得る自社株評価サービスの提供なども試みる。
　しかし、渉外担当者は、事業承継支援のハウツーを頭では
理解できても、実務で上手く生かすことができなかった。
　「その原因は、対話力・ヒアリング力の不足にあると感じま
した。支店にいた当時の私も、『この経営者のご子息は本当に
会社を継ぐ意思があるのか？』と漠然とした疑問を抱きつつ
も、ご子息はもとより経営者にもどう問えばいいのか分から
ず回避してしまった経験があります。細やかなヒアリングな
くして、経営者の状況や課題の把握は難しい。支援策を提案
する以前の問題です。その辺りをクリアする知恵をお借りし
たかった」（徳山様）
　そのような経緯から2019年、中小機構の門を叩く。渉外担

当者の対話力・ヒアリング力と支援スキルの向上を狙う本格
的な事業承継支援のスタートだった。

まさにOJT(On the Job Training)形式の
実務に即した勉強会を展開

　主軸は、渉外担当者が事業承継の基礎知識を学ぶための専門家
による勉強会の開催だ。そこで展開されるのは、実務に即した講
義ばかり。支援する企業の選定、その企業に対するヒアリング・
ポイントの整理、実際に経営者と対話して得た情報の詳細を事業
性評価シートにまとめる方法、課題の整理と解決法の検討、専門
家との企業への同行訪問。まさにOJTの実現だ。
　「まず、企業選定の理由を渉外担当者へ徹底的に尋ねました。
選定理由の明確化こそが、担当した企業をいったいどうしたいの
か？ を突き詰めていく基盤になりますから」（金原アドバイザー）
　当信用金庫が、金原アドバイザーにもっとも手厚い支援を求め
たのが、事業性評価シートの作成法だ。事業性評価シートは本来、
企業の事業内容や成長性などを評価するもので、融資時の指標と
なっているが、このシートをうまく使いこなせていなかった。事
業性評価シートの作成に力を注ぐことで、事業承継支援にも有効
活用できるのではないか、と考えたのだ。
　金原アドバイザーから教えられたのは、事業性評価シートがあ
らゆる課題の発掘ツールとなり得ること、だからこそ作成する過
程での詳細な対話やヒアリングが重要なことだ。さらに、企業へ
の同行訪問では、相手の真意を聞き取る姿勢が示された。
　勉強会の２カ月後には、課題の解決法を提案して出席者全員で
精査する検討会が開かれた。財務事務所や弁護士などを招いて

当信用金庫内でプレゼンテーションを実施し、さらなるブラッ
シュアップを図った。

丁寧な「事業性評価シート」の作成が
数々の成果をもたらす

　「さまざまな助言を受けるにつれ、経営者だけでなく後継者候
補とのコミュニケーションを深めることも、事業承継支援にとっ
てとても大切だと気付かされました」（徳山様）
　そこで、事業承継の意思確認や親子間の対話の場づくりなども
積極的に推進。経営者へのヒアリングを重ねて企業の実態や特色
を詳記し、見える化した事業性評価シートを、後継者候補に企業
の概観をより深く理解してもらう対話ツールとして活用し始めた。
　すると、決算書の赤字の数字だけを見て「できれば継ぎたく
ない」とためらっていた後継者候補が、事業性評価シートに記
述された特徴から将来性を見いだし、「継ぐべきだ」と判断を下
した事例が現れた。ある経営者は、「財務内容が芳しくない自
社を息子に継がせるべきか？」と悩み、廃業も視野に入れてい
たが、渉外担当者が後継者候補に事業性評価シートを提示した
ところ、「親の会社と、自社の経営を両立させる」と決意した事
例もでてきた。
　いずれも現在、後継者候補が「継ぐにふさわしい」と心底実感
できる魅力的な企業づくりを当信用金庫が補佐している最中だ。
　後継者候補の「参考書・指南書」となる良質の事業性評価シー
トを作成するには、経営者との垣根のない交流や緻密な聞き取
りが必須となる。努力を重ねた渉外担当者の対話力・ヒアリン
グ力は必然と引き上げられた。さらに、作成した事業性評価シー

トを経営者や後継者候補と共有することで、より効果的な活用
が期待できる。
　これらのことは、課題の発見・キャッチアップ能力にも直
結していく。支店から本部に課題解決支援を求める相談の電
話が増加し、３人の支援担当者が企業へ同行訪問した回数も、
2020年度は292回となり前年度のほぼ倍の数値となった。金
原アドバイザーはこう語る。
　「水島信用金庫の支援担当の方々は、私が考え方のポイント
を教えるだけで、自主的に肉付けし、粘り強く対応してくだ
さった。渉外担当者の意識も、『この程度でいいだろう』から『こ
の程度ではダメだ』へと大きく変化した印象です」

後継者不在の経営者への
積極的アプローチも目指す

　「経営者や後継者候補とのコミュニケーションが密になるほ
ど、互いの信頼が深まりました。課題解決しただけでなく、
予期せずメインバンクになることができたケースも。やはり
コミュニケーションと、それに欠かせない対話力・ヒアリン
グ力を、引き続き強化していきたい」（徳山様）
　加えて、今後力を注いでいきたいのは、後継者のいない経
営者へのアプローチだ。それにはまだ不足しているM＆Aなど
に関する知見と経験を積む必要がある。
　「大切にしてきた会社を譲渡するといった話はとてもセンシ
ティブです。簡単には進めていけません。何を準備し、どう
アピールし、どのような順で進めていけばいいのか、中小機
構のアドバイスを受けて取組んでいきます」（徳山様）

水島信用金庫
審査管理部　経営支援室　課長代理
徳山 豪志様（中小企業診断士）

中小企業アドバイザー
金原 光広
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◆事業承継支援の体制構築に向けた流れ
支援開始前 支援後支援実施期間
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さらに支援を根付かせる取り組み（個社支援案件の掘り起こし）

・事業者との関係構築
・企業の実態や特色を 【見える化】

・外部支援機関などとの連携強化
・本部担当部署のスキル向上

M＆A支援なども可能な体制を構築

・集合型事業承継セミナー開催

・経営者へのヒアリング
・事業性評価シートの作成

・経営者と面談
・経営課題共有
・ソリューション提案

事業承継ネットワーク発足
・専門家との連携を強化
・専門家派遣

・自社株評価サービス

・経営者と面談
・経営課題共有
・ソリューション提案

・事業性評価シートに
ついて検討
・経営課題整理
・ソリューション提案内容検討

ステップ2
＜検討会＞

・経営者へのヒアリング・経営者へのヒアリング
・事業性評価シート・事業性評価シート

・事業承継支援とは
・事業性評価の進め方
 について
・ヒアリング項目の検討

ステップ1
＜全体講義＞

・事業性評価シートの発表
・岡山県事業承継
 ネットワークとの連携

ステップ3
＜モニタリング＞事業性評価シート・

事業承継支援勉強会始動

積極的な支援取り組み


